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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、1980年代に隆盛した米国・ハワイの日本語テレビ放送史を記述し、
現地でのフィールドワークから、視聴者やコミュニティに対する教育的機能を考察することであった。当初の想
定より長期にわたった研究において、まずは新聞・雑誌といった文字資料や放送局関係者へのインタビューから
放送史を書き起こすとともに、インターネット通信や携帯型スクリーンの普及によって「日本語テレビ」という
メディアが改編されていく過程を描くことになった。その教育的機能についても、家庭のリビングにある据え置
き型のテレビから、各個人が携帯しながら移動するスクリーンへの比較メディウム論として検討した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to describe the history of Japanese-language 
television broadcasting in Hawaii, U.S.A., which flourished in the 1980s, and to examine its 
educational function for viewers and communities based on fieldwork in the area. The first stage of 
the research was to write the history of broadcasting based on textual materials, such as newspapers
 and magazines, and on interviews with broadcasters. Next, the process of the reorganization of the 
Japanese-language TV medium with the spread of Internet communication and portable screens is 
described. The educational function of this medium was also examined using comparative media theory 
to study differences between the living room TV to the mobile screen carried by each individual.

研究分野： メディア史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
1980年代から現代までのハワイ日本語テレビ史に挑んだ本研究は、世代交代を含む日系コミュニティの変容と、
インターネットの台頭に伴うメディア環境の激変という二重の変化が同時に進行していく過程を記述することに
なり、メディア史研究・エスニシティ研究双方に貢献するものである。観察した各視聴者のメディア実践は、グ
ローバル化と情報化の進展する現代で、世代を超えた文化継承がいかになされるのかについて示唆を与える事例
となっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
メディアが発信するポピュラーカルチャーは、海外の人々にとって日本や日本語への興味・関

心の入り口となり得る。2000 年代以降、ソフト・パワーへの関心の高まりから、メディア文化
政策に関する研究も蓄積されてきた。戦後ハワイに関しては、日系社会の世代交代とともに継承
言語としての日本語の衰退が指摘されてきた一方、英語話者をも対象にした日本語テレビ文化
の発展については十分な研究が行われていない。エスニックメディアとしての日本語放送に着
目し、コミュニティの性格およびメディア環境の変容がハワイ社会でどのように経験されたの
か、長期的な文明論として記述する必要があるだろう。 
研究代表者は、ある社会の外国語メディアが公共のコミュニケーションに与える影響、特に文

化の受容に関する教育的機能に関心を持ち、研究を進めてきた。本研究のフィールドとしてハワ
イに着眼したのは、それまで研究を重ねてきた戦前から占領期における日本の英字新聞の記者
に、ハワイ出身の日系人が少なくなかったからである。調べていくうち、戦後ハワイに戻った彼
らは、日本映画の輸入を仲介したり、日本語テレビ放送の開局に尽力したりと、日米の文化交流
に貢献していたことがわかってきた。しかし、田村紀雄『海外の日本語メディア』（世界思想社、
2008 年）など先行する日米の〈ハワイの日本語メディア研究〉を概観すれば、時期としては戦
前、媒体としては新聞に偏っており、戦後の日本語テレビ放送史をまとめる必要性を痛感した。 
そもそも、1967 年に放送を開始した地上波のテレビ局 KIKU も、1981 年にハワイ大学の教 

授陣が主体となって設立されたケーブルテレビ日本語番組提供局 Nippon Golden Network（NGN）
も、高齢の日系人への娯楽提供という点のみならず、若い世代への日本語教育の促進が意識され
た。ただし、〈日本語教育〉という観点で戦後のハワイ社会を考察した先行研究も、その大半が
日本語学校の学習実態調査であり、メディアの影響については議論が尽くされていない。従来の
日本語「学校」研究に、エスニック「メディア」の教育機能を関連付けることで、高度情報化社
会における日本語教育のあり方を構想する研究が求められている。 
本研究は、ハワイの日本語メディア史の空白を埋め、テレビ文化の可能性と限界を実証的に論

じることで、日本語教育の構想に有効な視座を与えられるものと考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、1980 年代に隆盛した米国・ハワイの日本語テレビ放送史を記述し、現地で

のフィールドワークから、視聴者やコミュニティに対する教育的機能を考察することである。な
かでも①インターネット通信や携帯型スクリーンの普及によって「日本語テレビ」というメディ
アが改編されていく過程を捉える点、②家庭のリビングにある据え置き型のテレビから、各個人
が携帯しながら移動するスクリーンへの比較メディウム論として検討する点に注意し、メディ
ア研究の事例として位置付けていく。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、①メディア研究・エスニシティ研究をもとにした「移動する人々とメディア」に
関する理論研究、②米国・ハワイを中心としたフィールドワーク、③フィールドワークで収集し
た諸資料（文字／非文字）の分析の三つを基軸に進めた。データの収集については、図書館の遠
隔資料請求やインターネットによるビデオ通話も積極的に活用し、研究期間に経験した社会的
パンデミックや個人的な産休・育休という移動の制限下における研究方法の模索も行なった。 
また、フィールドワークや研究の成果発表を通じ、国内外で「ハワイのメディア」に連なる人々

とのネットワークを築き、狭義のアカデミズムにとどまらない調査のフィードバックや、研究交
流のあり方について学んだ。とりわけハワイの日系社会をテーマの一部に据えて芸術活動を続
ける写真家やアーティスト、日系文化継承の拠点でありながら地域コミュニティの求心力をも
つ寺院の開教師との対話から多くの刺激を得、重要なフィールドの一つとなったマウイ島・ラハ
イナの大火（2023 年 8 月）後のコミュニティ支援について協同することにもつながった。 
 
４．研究成果 
（１）ハワイ日本語放送史の解明 
 先行研究の整理とフィールドワークで得た資料に基づき、ハワイ日本語放送史の時期区分を
行なった。1960 年代までのハワイの日本語ラジオ・テレビ・映画史を前史【1】、連邦通信委員会
（FCC）の許可を得た日本語放送 KIKU TV（フーバー立石・ゼネラルマネージャー）が初放映を
行なった 1967 年以降を日系テレビ時代【2】、KIKU 存続の危機に応じて 1982 年にケーブルテレ
ビ NGN（Nippon Golden Network:デニス・オガワ社長）が開局し、バブル期日本のテレビ会社の
参入も相次いだ日布蜜月・多チャンネル時代【3】、日系社会継続の象徴でもあった昭和が終わり、
ハワイの日本語テレビ文化を牽引した TV ガイド誌『Kokiku』（1975 年創刊）編集者も引退、イ
ンターネットの商業利用が本格化した1995年以降をエスニック・メディア改編時代【4】、YouTube
（2007 年 日本版サービス開始）をはじめとした動画投稿サイトやデバイスとしてのタブレッ
ト・スマートフォンが普及し、「テレビを観る」という行為の再定義が求められるモバイル・ス
クリーンの個人化時代【5】とした。 



 【1】から【4】については、文字資料の分析と回想としてのインタビュー資料を元にまとめ、
【5】については参与観察の結果も踏まえた。 

【5】に近づくにつれて顕著になるのは、視聴者／契約者の高齢化と、ハワイ日本語放送のコ
ミュニティ・メディアとしての役割の相対化である。【2】から【3】にかけて日本語放送を牽引
した経営者たちはいずれも二世や三世のコミュニティ・リーダーであり、顔の見える共同体に向
けた事業であることが強く意識され、高い使命感に裏打ちされていた。【4】から【5】において
も継続している放送事業は、その遺産でもある。日本語テレビのコアなファンのみならず、スマ
ートフォンは持たない、無料放送のみを据え置き型のテレビで視聴するといった、一定数存在す
るメディア変容への適応から「降りる」人々にとって、NGN や KIKU（2022 年にハワイのローカ
ル局 KITV4 が買収）は日々の暮らしのセイフティ・ネットとなる。これらの人々に奉仕したい、
という経営者の声が、現実のビジネスの問題を差し置いて幾度も確認された。いずれの時代も、
放送の内容や性格は、経営者・スタッフの個性と連動する側面を持っていた。 
 
（２）日本語教育をめぐるメディア実践 
 ハワイにおけるエスニック放送が、日本語教育にとってどのような機能を持ちうるかという
点についても、参与観察およびインタビュー調査によって考察した。 
 まず、オアフ島ホノルル、マウイ島ワイルクにおける日本語補習校の関係者に聞き取りを行な
った。そこで明らかになったのは、これらの教育機関では主に 1970 年代に刊行されたテキスト
が継続して使用され、日本語テレビを始めとした放送メディアの活用には消極的であったこと
である。子どもを補習校に送る保護者は、家庭での習得が比較的容易な「話す・聞く」能力より、
個人学習で躓きやすい「読み・書く」能力の向上を日本語補習校に求める傾向にある。家庭や個
人で視聴可能なメディア教材より、「日本語社会」を身体的・精神的に体験させることに重点の
ある学校ゆえの選択で、関係者の関心の中心には、一世から三世まで継承されてきた文化や価値
観を、当該世代との直接的なつながりを持たない若い世代にいかに伝えることができるのかと
いう点にあった。 
 一方で、教育番組を提供する NGN の契約者には、英語話者のパートナーと家庭を持ち乳幼児を
育てている日本語ネイティブの「母親」、という層が存在することがわかった。マウイ島で行な
ったインタビューで、ある女性は、英語圏で育つ自身の子にも母語としての日本語を身につけさ
せたいと願っており、日本人コミュニティが豊富で「自然に」日本語が聴こえてくるホノルルの
ような都市とは異なる地方において、放送は、母親以外の発する日本語を環境音（Media Presence）
として家庭内の子どもに提供してくれる貴重なメディアであると語った。さらに有料の NGN を
契約するインセンティブについて、乳児や幼児に、インターネットに接続したタブレットやスマ
ートフォンは持たせたくないという教育的配慮があると説明した。モバイル・スクリーンの個人
化時代における、リビングルームのテレビ需要を体現する事例といえるだろう。この環境音とし
ての日本語テレビ利用については、二人暮らしをする 80 代前半の夫婦（日系 2 世、3 世でとも
に英語ネイティブ）へのインタビューでも確認された。これらのメディア実践例から、コミュニ
ティ言語より家庭内の音としての日本語テレビの機能を指摘した。 
また、「母親」による日本語教育のメディア利用について、生活史調査も行なった。ハワイで

娘を生み育てている女性からは、日本の親族から輸送されてくるテレビ番組の録画テープから、
やがて子どもの方がオピニオン・リーダーとなるインターネットまで、メディア利用の 15 年史
を聞き取った。それは日本語動画のメディア史であり、動画流通のプラットフォーム史でもある。
これらにより、本研究がハワイ日本語放送の歴史研究に閉じることなく、メディア研究にも、現
代的問題関心を踏まえた事例を提供することができた。 
 総じて本研究は、日系人社会という強固な集団性が薄まり、メディア利用についても個人化が
進む現代において、ノードとしての家族・家庭に着目していく有効性についても示した。 
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